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1

　計画P.4、施策の方向「環境の充実」における具
体的施策「母子健康教育の充実」等に関して、「母
子」の文言を「親子」にすべき。「健康教育等は母
親がすべき」という表現に受け取られる。

P.4 1

　ご提案のとおり、父母の一方のみに特定
の役割を付したり、一方の参加を妨げたり
するような印象を与えることがないよう、
配慮することが必要だと考えます。

　計画P.4、施策の方
向「環境の充実」に
おける具体的施策
「１母子健康教育の
充実」「２母子健康
相談の充実」「４母
子訪問指導の充実」
については、それぞ
れ「１健康教育の充
実」「２健康相談の
充実」「４訪問指導
の充実」に修正しま
した。

2
　計画P.4、施策の方向「環境の充実」において、
性教育の内容を加えるべき。学校教育者に対して
も、包括的性教育の基礎的な概念の普及を望む。

P.4 1

　ご提案いただいた内容は、「基本的課題
①」の「施策の分類１　就学前における人
権教育の推進」、「施策の分類２　学校に
おける人権教育の推進」、及び「施策の分
類３　教職員研修の充実」に関わるもので
すので、各事業所管と情報共有を図り、今
後の事業の参考とさせていただきます。

　素案のとおりとさ
せていただきます。

3
　情報提供に関して、若者のボランティアを活用す
るなどの方法により、対象にあった、多様なオンラ
インの活用をすべき。

P.20 1

　「基本的課題④」の「施策の分類５　情
報の提供」において、インターネットの活
用や多様な広報媒体の活用を掲載しており
ます。広報の手法に関しては、個々の事業
所管において多種多様であるため、計画に
おいては包括的な記載に留めております。
ご提案の内容については、各事業所管と情
報共有を図り、今後の事業の参考とさせて
いただきます。

　素案のとおりとさ
せていただきます。

4
　外国人を支援し、住みやすい街にすることが必要
である。多文化共生へ向けたイベントや啓発の取り
組みも行うべきである。

全体 1

　外国人への支援や多文化共生へ向けた取
り組みについては、本計画の中でも、「日
本語指導員派遣事業」や「日本語教室」、
「多言語生活相談・外国人生活相談」、
「国際友好フェア・国際ふれあいフェア・
スピーチ大会開催」など、さまざまな事業
を掲載し、推進していく予定です。ご提案
の内容については、各事業所管と情報共有
を図り、今後の事業の参考とさせていただ
きます。

　素案のとおりとさ
せていただきます。

5
　地域の社会問題解決のための情報発信を行う団体
や個人に対する場所の提供や助成などの支援を充実
してほしい。

全体 1

　本計画では、「基本的課題②」の「施策
の分類１　隣保館、集会所、男女共同参画
推進センター、公民館等公共施設における
人権教育、人権啓発」において、地域活動
を行う民間団体等に対する活動場所などの
提供を掲げるとともに、「基本的課題⑤」
の「施策の分類２　相談システムの充実」
において、人権の各分野で活動する民間団
体との連携やネットワークの形成について
掲載しております。ご提案いただいた内容
については、各事業所管と情報共有を図
り、今後の事業の参考とさせていただきま
す。

　素案のとおりとさ
せていただきます。
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6 計画は実行可能か 全体 1
　掲載する事業の進捗状況の把握に努め、
本計画を着実に進めてまいります。

　素案のとおりとさ
せていただきます。

7

・次代を担う子ども対策は
・学校教育、家庭教育、地域教育の連携協力は
・教職員のレベル向上の為自己研鑽研修は
・家庭教育向上の為の施策は

これらの点について十分検討して計画に含まれるこ
とを希望。

全体 1

　ご提案の内容につきましては、本計画に
掲載する各種事業において取り組むもので
はありますが、改めてご提案の点に留意し
て事業を実施するよう、各事業所管と情報
共有を図り、今後の事業の参考とさせてい
ただきます。

　素案のとおりとさ
せていただきます。

8

　計画P.5、施策の方向「学習指導法の工夫・改
善」における「いじめ防止指導事例集の活用」につ
いては、教育委員会、教師、当事者それぞれの立場
から適切に進めることが肝要。
　計画P.13、施策の方向「所管課職員の育成」にお
ける「人権教育・啓発リーダー研修」について、月
並みな研修では、高度な能力と配慮が十分に行える
人材の育成はできない。
　上記三者の活動状況を、広報等で市民が情報を得
られればよい。

P5,P13 1
　ご提案の内容については、庁内の事業所
管と情報共有し、今後の事業の参考とさせ
ていただきます。

　素案のとおりとさ
せていただきます。

■　集計結果

修 正 項 目 数 １件

意 見 提 出 者 数 ３名

意 見 項 目 数 ８件


